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ウラン235 
 

ウラン238 
 

中性子  

核分裂生成物 

マイナアクチニド(MA)の起源 

核分裂生成物 

中性子を吸収 

http://www.iync.org/interview-with-mr-francois-gauche-cea/ 

放射性廃棄物 

PuとMA 
 

軽水炉の燃料 

中性子  
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★印がリファレンスケ－ス 

核燃料サイクル機構 “我が国における高レベル放射性廃棄物 地層処分の技術的信頼性 地層
処分研究開発第２次とりまとめ” JNC TN1400-99-020, 1999 

放射性廃棄物の地層処分の安全性 

0.25mSv/y 

自然放射線
から受ける
被ばく量の
1/10 
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放射性廃棄物からMAを除去する効果 
 

崩壊熱の大きいAmを除去
すると高レベル廃棄物処分
施設の大きさは、1/7に、 
すべてのマイナアクチニドを
除去すると、同1/10にまで
削減する 

MA(Am,CmおよびNp)を99.9%除去す
ると、天然ウラン放射能による人体へ
の影響レベルにまで、処分施設の放
射能が低減する期間は、数百年オ－
ダに まで短縮される 

天然ウランレベル 

MAを99.9%除去 

CEA: Report on Sustainable 

Radioactive Waste 

Management(2012) 6 



「Wikipediaラハーグ」より 

http://seniordesign.engr.uidaho.edu/2005_2006/s

cupra/Team%20Website/Documents/Semi-

Continuous%20Uranium%20Product%20Remov

al.htm 

湿式法 
水溶液と溶媒を接触させ 
PuとMAを溶媒に抽出する 

乾式法 
溶融塩を陽極として液体陰極に 

PuとMAを析出させる 

使用済み燃料の再処理施設（廃棄物の分離） 

軽水炉使用済み燃料の商用再処理施設 

高速実験炉の再処理施設 
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2012年報告書: 
数Kg試験を実施して
99%を上回るMA回収
率を確認した 

2013年国際会議: 
SANEXプロセスで
Am,Cmの回収率を
99.9%に向上 
GANEXで99.5%の
Np,Am,Cm,Puを回収 
 

2013年 湿式法で99.9%のMA回収に成功 

MAを集中配置
して燃焼 

MAを燃料に
混ぜて燃焼 

Amを集中
的に燃焼 

CEA: Report on Sustainable 

Radioactive Waste 

Management(2012) 8 



固体陰極によりウ
ランを回収 

液体陰極によりPuと
MAを回収 

廃棄物のゼオイト固化 

2010年までに乾式法で4400Kgの使用済み燃料、
ブランケットを処理:回収率～99.9% 

Y.Chang, “ Fuel Cycle Based on Integral Fast Reactor and Pyroprocessing”, Int. Symp. Tokyo 2014 
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Np237 
Am241 
Am243 
Cm244 

http://www.pref.aomori.lg.jp/sangyo/energy/001-2-3.html 

高速炉では燃料
として利用でき
る 

高速炉ではMAは核分裂して消滅 
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総合資源エネルギー調査会 原子力小委員会第６回会合 

「核燃料サイクル・最終処分に関する現状と課題」 平成２６年９月 資源エネルギー庁 

フランス Super Phoenix  120万KWe  
1985-1998年 
http://www.nuclear.pl/energetyka,fbr,0.html 

世界の高速炉開発・実用化の現状 

ロシア BN800 80万KWe 
2014年6月 臨界 

http://spacenuclear.jp/nuclear/fuel2.html 
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評価項目 フランス アメリカ 韓国 日本の展望 (提案） 

使用済み燃料蓄積量 2030年までにMOXは3800トン 
2040年までに濃縮後の劣化ウラ
ンは450000トン 

2012年時点で70000トン 
2070年には140000トン 

2009年時点で
10000トン 

2014年時点で17000トン 
2070年までに軽水炉を運転
停止する場合に49000トン 

地層処
分 

安全評価 ガラス固化体 
主要核種 I-129,Se-79,Cl-36   
<0.25mSv/y（基準値） 

直接処分 
主要核種 I-129,Tc-99 
<0.15mSv/y(基準値） 

- ガラス固化体 
主要核種 Cs-135.Se-79 
<各国基準値以下 

消滅処
理 

MA回収 ・ＳＡＮＥＸ：ＰＵＲＥＸの後段でAm
とCmを回収 回収率: 99.9%(2013) 
・EXAm: PUREXの後段でAmのみ
を回収 
・GAMEX: すべてのMAをPuととも
に一括回収 回収率: 99.5%(2013) 
 

・電解精製原理による乾式法 
・LWR使用済み燃料からMAを
99.5%以上で回収した実績あり 
・処理を繰り返すことで原理的に
は100%回収が可能 
・IFR(Integrated Fast Reactor)を
推進していた時期あり 
 

・アメリカ乾式処
理技術を導入 
・ウラン試験施
設を完成
(100Kgのウラン
を電極に回収
できる大型施設
運転中) 

展望 
・2014-2054: 六ヶ所再処理
工場+高レベル廃液からMA
回収 
・第二再処理工場:2054年以
降に国内と海外分を再処理
し、TRU(Pu+MA)回収 
・高速炉サイクル:原子炉に
隣接した再処理施設とMA混
合燃料製造 

MA消滅 Na冷却高速炉
をフランス国内
で追及: 実証
炉ASTRIDを建
設してAm消滅
から実施 
規制局との対
話を開始 

他の手段（ガ
ス冷却、加速
器駆動原子炉
システム）の高
速炉について
は欧州他国と
の国際協力で
実施を検討 

Na冷却炉IFRの
ための実用原
子炉として
PRISMを検討
対象とする 
予備的安全評
価書(NRC) 

他の高速炉に
ついて現在概
念設計段階
(TWR,EM2,他） 

Na冷却高速炉
PGSFR(Pototy
pe of Gen-Ⅳ 
Sodium Cooled 
Reactor) 
概念設計段階 

展望 
MA消滅高速炉(推奨は転換
比1、代替とし転換比ゼロ)か
ら高速炉群を立ち上げて
2070年までにすべてのMAを
消滅させる 
・その後は増殖炉として発電
ら寄与 

政策 The 2006 Program Act on the 
Sustainable Management of 
Radioactive Materials and Waste 
(2006) 

Blue Ribbon Commissions “ Blue 
Ribbon Commission on America’s 
Nuclear Future; Report to the 
Secretary of Energy” (2012) 

次の米韓原子
力協定の改定
では、最低、乾
式再処理を実
施する権利を
確保すべく交渉
中 

・エネルギ－基本計画
(2014.4) 
展望 
・軽水炉から高速炉（高レペ
ル廃棄物を出さない原子力
発電に転換）への移行シナリ
オを提案すべき 

 調査のまとめ (1/2) 
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運転費(35%) 

高速炉リサイクル発電コストの内訳例
(フランス:MA消滅なしの場合) 

建設費(56%) 

再処理費(9%) 

高速炉によるMA消滅を行う場合、発電コストの増加
は現状の発電コストと比較して5-10%以内である

(発電コストを支配するのは建設費) 

 調査のまとめ (2/2) 
CEA “Report on Sustainable radioactive Waste Management” 

December 2012 



日本の課題解決のための
高速炉の利用 

廃棄物消滅処理と原子力発電量確保 
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■2014年の軽水炉使用済み燃料の総量                      
17000トン 
 
■プルトニウムとマイナアクチニドの総量 
170トン →高速炉の燃料として利用可能 
 
■マイナアクチニドの総量            
17トン →高速炉で消滅 

日本の課題 

15 
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エネルギ－基本計画  
第４節 原子力政策の再構築 

使用済燃料の処分に関する課題を解決し、将来世代のリスクや負担を軽減
するためにも、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減や、資源の有
効利用等に資する核燃料サイクルについて、これまでの経緯等も十分に考
慮し、引き続き関係自治体や国際社会の理解を得つつ取り組むことと 

核燃料サイクルに関する諸課題は、短期的に解決するものではなく、中長
期的な対応を必要とする。また、・・・対応の柔軟性を持たせることが重
要である。特に、今後の原子力発電所の稼働量とその見通し、これを踏ま
えた核燃料の需要量や使用済燃料の発生量等と密接に関係していることか
ら、こうした要素を総合的に勘案し、状況の進展に応じて戦略的柔軟性を
持たせながら対応を進める。 

我が国は、資源の有効利用、高レベル放射性廃棄物の減容化・有害度低減
等の観点から、使用済燃料を再処理し、回収されるプルトニウム等を有効
利用する核燃料サイクルの推進を基本的方針としている。 



参照ケ－スのモデル化: 
2014-2031年は46300MWe一定 
2031-2069年は破線で減少 モデル化: 

2014-2049年は破線で
減少 

資源エネルギ－庁 “今後の原子力政策について” 基本政策分科会第七回会合 資料1 平成25年10月 より作成 

軽水炉による発電比率の将来展望 
-エネルギ－基本計画策定のためのデータ例- 

17 



2020 2030 

10000 

20000 

30000 

2010 2040 

40000 

2050 

50000 

2060 2070 

    軽水炉使用済み燃料の累積量 

約20000トン 

約10000トン 

17000
トン 

六ヶ所再処理工場 
800トン／年X 40年 

60年で軽水炉発電ゼロ 

40年で軽水炉発電ゼロ 

使用済み燃
料の累積量 

[トン] 

年 

六ヶ所処理能力との差 

40年で六ヶ所は停止 

再処理できな
い使用済み燃
料が20000ト

ン残る 

18 



軽水炉の運
転期間 

2014年の
積算量 

2049年の
積算量 

2069年の
積算量 

2100年の
積算量 

40年で運転
終了 

170 
(17) 

 

331 
(33) 

- - 

60年で運転
終了 

170 
(17) 

451 

(45) 
496 

(50) 
- 

100年で運
転終了 

170 
(17) 

494 

(49) 
679 
(68) 

964 
(96) 

PuとMA[( )内]の積算量   

諸量については次の文献を参照にしている 
資源エネルギ－庁 “今後の原子力政策について" 基本政策分科会第七回会合 資料1 平成25年10月 
安藤 他 “使用済軽水炉燃料中の核種変化" JAERI-Research 99-004, 1999 
原子力委員会 原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会資料「核燃料サイクルの諸量・経済性評価について（解説資料）」平
成24年6月 

[単位 トン] 
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高速炉を運転するために必要な燃料の量 

燃料: Pu,MA 増殖比 1 参考:増殖比 0 

初装荷 
(ton/1000MWt) 

3.6  2.96 

取り替え分 
(ton/1000MWt・年) 

0  0.36  

40年間の必要な総量(ton) 
（再処理側にある一炉心分
を追加） 

3.6 + 3.6 
→7.22 

2.96 + (0.36 X 40) 
+  2.96 
→20.3 

発電量(MWe)/1000MWt 370 370 

必要燃料量(ton/GWe) 19.5 55(54.9) 

増殖比が1の低増殖炉心高速炉の運転を運転するため
には19.5トン/GWeの燃料が必要である 

20 



10 

20 

50 

40 

30 

50 

40 

30 

20 

10 

発電設
備容量 
[GWe] 

MA積算
重量 
[トン] 

2010 2060 2070 2080 2090 2030 2040 2050 2020 西暦年 

軽水炉発電設備容量 

高速炉発電設備容量 

高速炉はMA消滅 高速炉は増殖移行 

MAはゼロ 

46.3GWe 

25GWe 

MA 蓄積量17トン 

2070年までにすべての長半減期高レベル放射
性廃棄物は消滅する 

原子力発電設備容量 

高速炉を2030年から導入する効果 
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実現のためのステップ:PhaseⅠ(～2054) 
 

六ヶ所再処理工場の高レベル廃液からMAを回収 
回収し、MAは高速炉で消滅 

22 



六ヶ所施設の高レベル廃液からMAを回収 

MA回収 
技術確立が必要 

23 



実現のためのステップ:PhaseⅡ(2054～) 

新再処理工場では、国内の軽水炉使用済み燃料
20000トン、海外分を10000トンを処理 24 



実現のためのステップ:PhaseⅢ(2070～) 

高速炉リサイクル(高速炉使用済み燃料再処理、サイ
クル)を完成させる 25 



日本の課題(廃棄物処理と原子力発電量
の確保)解決のためのロードマップ 

新しく必要な施設 26 
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具体的には、安全確保を大前提に、プルサーマルの推進、六ヶ所再処理工
場の竣工、ＭＯＸ燃料加工工場の建設、むつ中間貯蔵施設の竣工等を進め
る。・・・米国や仏国等と国際協力を進めつつ、高速炉等の研究開発に取
り組む。 
 
もんじゅについては、廃棄物の減容・有害度の低減や核不拡散関連技術等
の向上のための国際的な研究拠点と位置付け、・・・もんじゅ研究計画に
示された研究の成果を取りまとめる・・・ 
応など克服しなければなら 

エネルギ－基本計画  
第４節 原子力政策の再構築 

原子力の利用においては、いかなる事情よりも安全性を最優先することは
当然であり、我が国の原子力発電所では深刻な過酷事故は起こり得ないと
いう「安全神話」と決別し、世界最高水準の安全性を不断に追求していく
ことが重要である。 



Post Fukushima :高速炉の安全確保の方向 

軽水炉の対応 高速炉の安全確保の方向 

長期の直流電源喪失 可搬型直流電源の充実 
崩壊熱除去系過冷却対応
が必要 

損傷炉心冷却 
格納容器下部で損傷炉心

を確実に冷却 
原子炉容器内での損傷炉
心の確実な冷却が必要 

意図的な航空機落下 
特定重大事故等対処施設 
（中央制御室と完全独立） 

崩壊熱除去系機能の性能
向上と多様性が必要 

海外動向 
 

－ 

・ボイド反応度低減への規制
の関心と事業者の取組み
(フランス、ロシア) 
・蒸気発生器の信頼性向上 
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英国 フランス フィンランド ドイツ スイス 米国 日本 

崩壊熱の除去 ・物理的に分
離された4区
画 

・海水ポンプ
を建物内に
収納 

・取水できな
い場合に空
冷式徐熱 

物理的に分
離された4区
画 

・物理的に分
離された4区
画 

・各区画に中
圧及び低圧
安全注入系
と蓄圧注入
系 

・独立した崩
壊熱除去系 

・独立した機
器冷却系 

・独立したヒ
－トシンク 
（1970年代

から設置、
バックフィット
完） 

・独立した崩
壊熱除去系 

・水源は地下
水 
（1970年代

から設置、
バックフィット
完） 

・2011年のテ

ロ対策として
発令された
B.5.bガイドラ

インで対応
（可搬設備） 

・福島対応
Tier 1で3段

階アプロ－
チ 

①既設設備
の活用 
②可搬設備 

③サイト外支
援で長期機
能維持 

特定重大事
故等対処施
設の設置を
要請（新規則
第四十二条） 

・原子炉建物
から100m離

隔しているこ
と、または大
型航空機の
衝突に対し
て頑強性を
持つこと 

・重大事故に
対処する機
能が損なわ
れないこと 

・格納容器の
穂孫を防止
するため設
備を有するこ
と 

・外部支援が
受けられる7

日間、使用う
できること 

（パブリックコ
メントH26年9
月5日終了） 

格納容器 ・二重格納容
器（鉄ライナ
－と1.3mプ

レストレスコ
ンクリ－トの
格納容器を
1mの半球殻
で覆う） 

二重格納容
器（金属ライ
ナ－とプレス
トレスコンク
リ－トを鉄筋
コンクリ－の
外側格納容
器で覆う 

二重格納容
器（フランス
と同じ） 

上記の除熱
系は原子炉
建物とは別
の建物に設
置 

上記の除熱
系は原子炉
建物とは別
の建物に設
置 

同上 
 

            各国の航空機落下対策 

二重格納容器 独立した建物 
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EPR（二重格納容器）フラマンビルサイト 
の建設現場 2010年9月 

30 

二重格納容器の外側のコンクリ－ト容器は
1.8mの厚さである 



<2010 2010- 2015- 2020- 2025- 2030- -2035 

ロシア 
BN600(60万KWe)運
転中(1980-) 

BN800(80万
KWe)臨界
(2014) 

BN1200(120万
KWe)運転開始

(2025) 

インド 
FBTR(1.3万Kwe)運
転中(1985-) 

PFBR(50万
KWe)臨界

(2015) 

CFBR(50万
KWe)運転開始 

フランス 
SPX(120万Kwe)運
転中止(1985-1998) 

ASTRID(60万
KWe)運転開始

(2025) 

アメリカ 

EBRⅡ,FFTF,FERMI(
6万KWe)中止(1963-
1975) 

日本 
エネルギ－基本計画:  
国際協力で高速炉を研究開発 

2030年目標:
初期実用炉
運転開始 

もんじゅ 
(28万
KWe) 

エネルギ－基本計画:  
MA減容研究 

安全性、
MA技術 

経済性向
上技術 

高速炉建設
経験 

廃棄物減容
(MA消滅)技術 

初期実用炉開発のためのロ－ドマップ 

金属燃料 
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MA消滅技術 
高速炉主要機器
供給 
原子力プロジェ
クト管理・建
設・運転経験 
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■2030年までにプルトニウムとMAを六ヶ所再処理工場から 
  分離し2054年まで継続 
■2020年までに「もんじゅ」によるMA消滅デ－タ蓄積 
■2030年に高速炉初期実用炉運転開始 
■2054年以降に新再処理工場導入 
■2070年までに軽水炉を高速炉にリプレ－ス 
   
   ■2070年までに長半減期高レベル放射性廃棄物をゼロ 
  ■2070年に発電設備容量として25GWeを確保 
     

日本の課題解決のための総括 



世界の課題解決のための
高速炉の利用 

温暖化対策としての高速炉の利用 
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「GRAPE」:世界の発電割合の目標設定 
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2100年の原子力の発電量(主としてFBR)に着目 

キヤノングロ－バル戦略研究所作成 



■2010年の軽水炉使用済み燃料の総量                      
334500トン 
 
■プルトニウムとマイナアクチニドの総量 
3345トン →高速炉の燃料として利用可能 
           
■マイナアクチニドの総量            
335トン  →高速炉により消滅 

世界の使用済み燃料 

35 

内閣府・原子力委員会原子力発電・核燃料サイクル技術等検討小委員会（第8 回）『使用
済燃料管理問題と中間貯蔵の重要性―世界の動向（資料第3-1 号）』2012.2.23,  



世界の軽水炉発電の今後の予測と    
使用済み燃料の蓄積量 

1,468,900 tonの1%が高速炉の燃料として利用できる 

使
用
済
み
年
利
用
蓄
積
量
「ト
ン} 

30万トン 
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GRAPEの結果(目標設定) 検討結果 

軽水炉 高速炉 軽水炉 高速炉 

2010年   2664 TWh 0  2358 TWh 0 

2050年  10757 TWh  2787 TWh  8799 TWh - 

2100年   1654 TWh 17942 TWh 0  4500 TWh 

1.高速炉の燃料であるTRU(Pu,MA)を軽水炉の使用済み燃料
から分離する必要があり、そのために軽水炉再処理施設が、
六ヶ所相当の容量で46基必要である 
2.2100年までに導入できる高速炉（増殖比1)は4500 TWhの
発電量までである 
3.より多くの発電量を得るために、高い増殖比を持つ燃
料・炉心を使う必要がある 

低増殖炉心(ボイド反応度ゼロ)      
高速炉による発電量 
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ボイド反応度ゼロ 

2.安全な高
増殖炉心が
必要 

高増殖炉心を多数設置
して多数のリサイクル
施設で燃料を処理する
（3.核不拡散の観点から
世界を適切なグル－プに
分割する必要あり） 

CO2排出削減のための高速炉による
目標発電量（ＧＲＡＰＥ結果） 

目標発電量を達成するための課題 

TWh 

1.六ヶ所
再処理施
設規模の
施設が46
基必要 

38 



39 

 

■高速炉 
 高い増殖性とボイド反応度低減の両立 

 
■燃料サイクル 
 国境を越えた使用済み燃料の再処理 

   

課題の確認 



軽水炉 高速炉 

燃料 
濃縮U 
U-235      3～5% 
U-238    97～95%  

Pu     20～30% 
U      80～70% 
増殖性 U + 中性子    

    → Pu 

出力密度 50～100 KW/ℓ 400～1000KW/ℓ 

炉心出口温度 ～300℃ ～500℃ 

ボイド反応度 負 正 

フランス ASTRID   ボイド反応度負に規制が関心 

ロシア  BN800,  BN1200 ボイド反応度負を規制が要求 

高速炉炉心の特徴と考慮すべき安全性 

40 
軽水炉と同等の安全性:ボイド反応度低減に注目 



酸化物燃料(U,Pu)O2と金属燃料の特徴 

酸化物燃料の格子構造 

酸素 

酸化物燃料 金属燃料 

重金属密度
(g/cc) 9.7 14.1 

増殖比 
(燃料体積比
35%の場合) 

1.2 1.4 

ボイド反応度 
(単位[$] 
1000MWe炉心 
の場合) 

6 8 

重金属密度が大きい金属燃料は高い増殖性が得られる一方、ボイド反
応度は核分裂が促進される割合が増加するので酸化物燃料よりも大き
い、両燃料ともボイド反応度低減が必要 



42 

酸化物燃料の形状と金属燃料の形状の特徴 

燃焼によって発生する放射性生成物ガスを密閉するためのガスブレナ
ム位置が酸化物燃料ではボイド反応度低減に効果的(ロシアの発明) 



炉心燃料 増殖比 
インベントリ
倍増時間

(年) 

複合インベ
ントリ倍増
時間(年) 

ボイド反
応度 

(ドル) 

高増殖炉心 
（酸化物燃料） 

1.19 47 32 6  

低増殖炉心 
（酸化物燃料） 

1.01 900 623 0  

超高増殖炉心 
（金属燃料） 

1.43 17 12 8  

高増殖炉心 
（金属燃料） 

1.20 46 32 ～0  

方向性:高密度の金属燃料で構成する扁平化炉心でボイド
反応度を低減する(他に高密度の窒化物燃料でナトリウム
プレナムによりボイド反応度を低減する方向性もある) 
 

世界で展開すべき高速炉の炉心候補 
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上部中性子遮へい層 

燃料下部中性子遮へい層 

径方向中性子遮へい層 

下部ガスプレナム 

下部軸ブランケット (0.19) 

上部軸ブランケット (0.15) 

炉心 
(0.70) 

径方向 
ブラン
ケット
(0.15) 

参考:高増殖炉心（酸化物燃料） 
増殖比 1.19   ボイド反応度 6$ 

44 

注:増殖には軸方
向ブランケットが
寄与している 



上部中性子遮へい層（中性子吸収体） 

燃料下部中性子遮へい層 

径方向中性子遮へい層 

ナトリウムプレナム 

下部ガスプレナム 

参考:低増殖炉心（酸化物燃料） 

 増殖比 1.01     ボイド反応度 0$ 

炉心 
(0.70) 

径方向 
ブラン
ケット
(0.12) 

下部軸ブランケット (0.19) 

45 

注:上部軸ブラン
ケットを削除して
この領域がボイド
になるナトリウム
層を形成すると中
性子が逃げやすく
ボイドは大きく低
減する 



参考:ASTRID（仏国実証炉）の低増殖炉心 

酸化物燃料 増殖比 1  ボイド反応度 0$ 

ボイド反応度低減のためにナトリウムプレナムを採用している 
46 



上部中性子遮へい層 

燃料下部中性子遮へい層 

径方向中性子遮へい層 

上部ガスプレナム 

参考:超高増殖炉心（金属燃料） 

上部軸ブランケット (0.18) 

炉心 
(0.85) 

径方向 
ブラン
ケット
(0.18) 

下部軸ブランケット (0.22) 

 増殖比 1.43    ボイド反応度 8$ 
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注:重金属燃密度
が大きい金属燃料
は炉心・ブラン
ケットともに増殖
比が大きい 



上部中性子遮へい層（中性子吸収体） 

燃料下部中性子遮へい層 

径方向中性子遮へい層 

上部ガスプレナム 

参考:高増殖炉心（金属燃料） 

 増殖比 1.20     ボイド反応度 ～0$ 

炉心 
(0.70) 

径方向 
ブラン
ケット
(0.25) 

下部軸ブランケット (0.25) 
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注:ガスブレナム
を上部に設ける必
要がありナトリウ
ム層を形成させる
ことができない、
ボイト低減には炉
心の扁平化が必要 



参考:増殖と増倍時間 

インベントリ倍増時間 

複合インベントリ倍増時間 
 

+ = 

原子炉 リサイクル施設 燃料が2倍になる時間: T1 

+ = 

燃料が2倍になる時間 多数の原子炉 多数のリサイクル施設 

T1 X 複利効果(ln2) 

増殖 

初期装荷 
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1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

インド 

東南アジア 

中東・北アフリカ 

日本(187TWh → 30GWe) 

米国(2266Twh) 

欧州(1701TWh) 

中国(5301TWh) 

インド(3147TWh) 

東南アジア(3098TWh) 

中東・北アフリカ(930TWh) 

サハラ以南アフリカ(788TWh) 

ロシア(88TWh) 

中国 

サハラ以南アフリカ 

高速炉発電が必要な地域と発電量 
-「GRAPE」による2100年の展望- 

核不拡散の観点から高速炉サイクルグル－プという
世界システムの必要性が示唆される:グル－プ単位
で軽水炉燃料再処理と高速炉燃料リサイクルを行う 
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日本・東南アジア高速炉サイクルグル－プ 
 ◆軽水炉使用済み燃料再処理施設 
 ◆廃棄物処分場 
 ◆高速炉新燃料・使用済み燃料の 
  国境を越えての輸送 
 ◆高速炉サイクル施設  

各高速炉サイクルグル－プ間は緩い連携 
（安全設計・経済性向上・運転経験の共有） 

高速炉サイクルグループの可能性（私案） 

高速炉サイクルグル－プ内は強い連携  
（国境を越えて新燃料・使用済み燃料輸送） 
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高速炉サイク
ルグル－プ 

高速炉の型式
（現時点の注

力設計） 

高速炉発電量 
(2100年) 

高速炉容量 
(2100年) 

軽水炉使用済
み燃料量及び
再処理施設基

数* 

高速炉リサイ
クル施設基数
（100ton/年・モ

ジュ－ル) 

日本・東南ア
ジア 

基本計画:国
際協力で開発 

3285 TWh 527 GWe 
263500 ton 
8基 

42** 

米国 
PRISMシリー
ズ 

2266 TWh 363 GWe 
181500 ton 
 6基 

29 

中国 BNシリーズ 5301 TWh 850 GWe 
425000 ton 
13基 

68 

ロシア BNシリーズ   88 TWh  14 GWe 
 7000 ton 
 1基 

1 

インド CFBRシリーズ 3147 TWh 504  GWe 
252000 ton 
8基 

40 

欧州・アフリ
カ 

ASTRIDシリー
ズ 

3419 TWh 548  GWe 
274000 ton 
9基 

44 

* （2100年高速炉設備容量/4）が軽水炉使用済み燃料起源の高速炉設備容量「A」GWe：軽水炉起
源高速炉に必要なTRU(Pu+MA)は20 ton /GWe であるので、A X 20 X 100（軽水炉使用済み燃料の
１％がTRU) が、必要な軽水炉使用済み燃料の量である(上記表からは140万トンが必要であり、
前記147万トンとほぼ一致している）、再処理工場は800トン/年で40年寿命の処理容量を仮定した 
**  高速炉燃料取り替え量を8ton/年/GWeとして100 ton/年・モジュ－ルだと12.5GWeを処理 

高速炉サイクルグループの役割（私案） 
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1.国内問題の解決 
    ■2070年までに軽水炉を高速炉にリプレ－ス 
    ≫2070年までに長半減期高レベル放射性廃棄物    
     をゼロ 
    ≫ 2070年に発電設備容量として25GWeを確保 
     
2. 温暖化抑制のための世界的な取組の一環として 
    ■世界レベルの高速炉サイクルグル－プを形成 
    ■日本・東南アジア高速炉サイクルグル－プを樹立 
    ■必要な軽水炉使用済み燃料再処理施設は8基 
    ■2100年までに日本・東南アジアで527GWeの高速炉 
     による発電設備を確保 
    ≫地球温暖化防止のための原子力の役割を達成 
 

 将来展望 

53 


